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都道府県の観光振興計画と観光条例制定の現状と課題
油川　　洋※１・小野寺初正※２
（１）自治体の計画行政の必要性
　地方自治体の計画的な行政運営を目指して、基本構想、基本計画、実施計画を中心とす
る計画行政システムが、日本のほとんどすべての地方自治体で作動してきている。これは
世界でもユニークなシステムであり、日本の自治体行政における計画化、総合化そして効
率化に貢献している。自治体計画は、土地利用計画、開発計画、自治体建設計画、都市
計画、農業振興地方整備計画、地域医療計画、老人保健福祉計画、生涯学習計画、観光振
興計画等々といったように、多種多様である。ところで、地方自治体における行政計画の
意義は、①一般的な政府活動レベルでの行政計画の必要論と大きく違わない。②地方に独
自の観点から考えなければならない部分がある、といわれている。戦後期における地方自
治体の総合計画行政の発達は、２つの計画体系の発展とその相互作用の結果として位置づ
けられる。第一には、主に都道府県の計画の場合だが、地域開発や地域整備の計画からと
第二には、市町村の計画の場合で、戦後の昭和28年の町村合併促進法による大合併による
新町村建設計画からの影響を相互に受けるとともに、その他の個別分野ごとの行政計画の
発達に触発されつつ、それぞれに総合計画として発展してきた。市町村における総合計画
の起源としては、もちろん都市計画に触れざるをえない。日本では、明治21年の東京市区
改正条例に始まる都市計画制度があり、大正８年の都市計画法の制定を経って、昭和８年
には大改正され、町村にも都市計画法適用の指定が進められていった。比較的早い段階か
ら、都市計画の実施を通じて、地域的に限定された都市計画では、都市の拡大や都市問題
への対応に不十分であると指摘されて、都市と周辺の農村部を含めた地方計画の策定が必
要だとされるようになった。その後、この地方計画は、国土計画の一環としてとらえられ
ることになり、戦前期から総合開発計画の性格をもたらされることになった。戦後期にお
ける市町村の総合計画は、こうした都市計画や地方計画の発展形態ともいえる総合開発型
の計画の影響を受けながらも、市町村の区域に限定された総合計画の体系として整備され
ていくのである。昭和28年代のいわゆる昭和の大合併と新町村建設計画によって、その体
系の整備が始まったといえるのである。総合計画の立案および決定の過程においては、ま
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ずその発端において、計画を策定する背景がある。①法的にみると、市町村にとって基本
構想は法定計画であるから策定義務がある。もちろん、都道府県の場合や、他の計画には、
必ずしもそうした強制は働かない。②地方自治体においても、総合計画行政の浸透に伴い
計画期間が終了すれば、新たな計画の策定を進めようというのが当然の動きとなってきた。
③中・長期的な計画期間の経過するうちには、情勢の変化によって計画の改定を余儀なく
されることも多く、社会経済情勢の変化や、住民の行政需要の変化に的確に対応するため
の計画改定も必要となってくる。④実際には、総合計画の策定にあたって、知事や市町村
長のリーダーシップは大きく、選挙による交代が計画の改定につながる場合も多いといわ
れる。策定組織は、通例、企画部門が主たる担当となるが、総合計画の策定にあたっては、
全庁的な組織がつくられることが多い。実際の計画策定においては、担当部門（企画）が
各事業部門等の資料を収集して素案をつくったり、企画部門が計画のフレームや体系をつ
くり、事業部門が各論部分（個別事業や施策）を立案して積み上げるといった方式が主流
を占めることになる。計画の素案づくりの外部委託というのは少ないが、民間のコンサル
タントなどに調査委託をし、資料の収集や分析などの調査研究、あるいは人口や経済動向
などの推計をされることは多い。
（２）自治体の総合計画と観光計画
　平成10年３月閣議決定された21世紀の国づくりの指針「新しい全国総合開発計画」は、
我が国のグランドデザイン『ガーデン・アイランド』であり、「美しい国土づくり」を明
示され、「観光による地域振興計画を策定すること」を提唱している。法定計画ではない
ものの、これまでの全総計画にはない新しい視点があることは事実で画期的な施策である。
21世紀初頭には人口減少社会となることは明白であり、これからの地方自治体の活力源は
「交流人口」、中でも「観光」の重要性がより明確に今回の全総計画で位置づけている。特
に「国内観光等の振興」の中では、「観光による地方振興計画を策定すること」と明示さ
れている。昭和38年に公布された観光基本法によると、観光振興に関する様々な施策を
講ずるようにはなっているものの、地方自治体は、地域それぞれの独自の条件などがあり、
一定の枠組みやルールに基づく法定計画、すなわち「観光計画」策定の義務づけはなされ
ていないのが現状である。昭和44年の地方自治法改正は、「その地域における総合的かつ
計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め、これに即して行うように」との規定が
追加され、計画行政を推進している。昭和50年代に入ると、安定成長期にあって人間、生活、
福祉を大切にする政策姿勢がより強まるようになり、60年代以降は、国際化、高度情報化、
高齢化といった世の中の変化を意識しつつ、さらに最近では景気停滞が長引く中での経済
活力の再生、市民参加や地域間交流の重視、阪神大震災の教訓として地域の安全策の見直
しなども焦点となってきている。また、計画策定手法においても、その策定体制、住民参加、
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実効性担保などの面においても様々な創意工夫がなされ計画内容の充実に結びついてきた。
以上のように自治体の総合計画は地方自治法という地方自治に関する基本的な法律におい
て、はじめて自治体の計画行政を正面から取り上げ、位置づけと試みたものとして画期的
で、地方自治体の新しい計画条項は、諸計画を導く総合的ビジョンを「基本構想」と名付
け、これを各自治体行政の視点に位置せしめたのである。しかし、その自治体総合計画の
各論である地方振興計画の一部である「観光計画」は、観光の施策が多岐にわたり、自治
体地域それぞれの独自の条件などもあって、法定計画として策定の義務づけがなされてい
ないのが現実である。しかし、21世紀に向けた我が国の地方振興施策の中で重要な意義を
持つ「観光」に対して、地方自治体がどのような指針で取り組みをするのか、観光政策を
どう展開するのかの計画行政がいま問われている。
（３）都道府県の「観光計画」策定の現状
　平成25年度現在で、都道府県レベルで観光計画を策定した、あるいは策定中の自治体は
42に達している。法定計画ならずとも計画行政で観光を推進していくという自治体の姿勢
は当然とはいえ全体的に定着している。都道府県レベルの各総合開発計画等の中で観光振
興の方向性や政策が提言されているものも多くあり、観光的なポテンシャルがあまりない、
あるいは観光以外の基幹産業が強固に確立されている地域もある。策定された年次は、昭
和63年の神奈川県の「かながわ観光プラン」が古く、平成２年は栃木県の「マロニエプラ
ン21」、新潟県の「観光振興基本計画」、平成３年は富山県の「富山県観光振興ビジョン」、
山梨県の「山梨県新観光計画」、兵庫県の「兵庫県観光振興基本計画」、平成４年は岩手県
の「ゆっとり岩手県観光プラン」、静岡県の「静岡県観光基本計画」、大阪府の「大阪府観
光振興プラン」、鹿児島県の「鹿児島県観光基本計画」、沖縄県の「沖縄県観光振興基本計画」、
平成５年は福島県の「うつくしま・ふくしま・観光基本構想」、千葉県の「千葉県新観光
基本計画」、東京都の「東京都観光ビジョン」、鳥取県の「鳥取県観光振興ビジョン」、三
重県の「新三重県観光基本計画」、平成６年は高知県の「高知観光アクションプラン」、平
成７年は茨城県の「茨城県観光振興基本計画」、石川県の「ほっと石川県観光プラン」、和
歌山県の「和歌山県観光振興計画」、熊本県の「90年代熊本県観光振興行動計画」、平成８
年は山形県の「山形県観光振興計画」、長野県の「さわやか信州プラン21」、岐阜県の「岐
阜県観光振興基本計画」、岡山県の「岡山県観光ビジョン」、香川県の「香川県観光振興指
針」、宮崎県の「第４次宮崎県観光振興計画」、平成９年は福井県の「観光ふくい21世紀プ
ラン」、愛知県の「愛知県観光基本計画」、徳島県の「徳島県長期観光プラン」、福岡県の「福
岡県新観光ビジョン」、平成10年は、北海道の「新北海道観光振興基本計画」、宮城県の「宮
城県観光立県行動計画」、埼玉県の「彩の国観光振興行動計画」、京都府の「京都府観光産
業振興ビジョン」、愛媛県の「愛媛県新観光振興計画」、平成11年は、青森県の「青森県文
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化観光基本計画」、奈良県の「奈良県観光振興アクションプログラム」、広島県の「広島県
観光振興プラン」、山口県の「おいでませ山口ビジョン」などの観光計画（プラン）等が
策定されている。また策定されていないのは秋田県（策定されず）、群馬県（総合計画で
対応）、島根県（現在、策定中）、佐賀県（策定予定なし）、滋賀県、（総合計画で対応、新・
湖国ストーリー2001）などの７県であった。（平成11年度現在）策定年次については特に
ルールがあるわけではないが、策定年次は平成７年から平成11年にかけて計画づくりへの
取り組みが増えている。国土交通省は、21世紀を目指して観光のより一層の振興を図るた
め昭和63年「90年代観光振興行動計画」（TAP90’s）を策定し、観光立県推進会議を各地
域で開催（第14回が兵庫県でも平成10年開催）し、地域の観光振興に関する具体的方策を
提言するとともに、その実現に向けた重点的・統一的キャンペーンの実施など官民一体と
なって取り組み展開してきた。平成10年からは、21世紀に向けた観光の新しい課題に対応
していくため、広域連携型、地方主体型、およびイベント連携・実体験重視型の方式により、
地方ブロック単位で、「広域連携観光振興会議（WAC21）」の名称により開催し、より広
域での観光振興を目指す施策を展開した。平成10年11月には、第１回目のWAC21が東北
ブロックにおいて開催され、「東北六県観光立国宣言」がなされた。こうした国土交通省
の観光施策が各地域で効果を上げ、各自治体でも観光政策を意識しつつ観光に関する計画
行政も展開されてきている。その後、平成15年に小泉内閣が観光立国を宣言し、観光立国
関係閣僚会議を設置し、「観光立国推進行動計画」を策定し、「ビジット・ジャパン・キャ
ンペーン」を展開した。「観光」を21世紀における我が国の重要な産業として、また政策
の柱として位置づけ観光立国実現のために、基本理念を定め、国と地方公共団体の役割を
明らかにした。平成19年から「観光立国推進基本法」を成立し、各都道府県も観光立国推
進の立場を大いに理解し、観光に関する施策や計画が策定されてきた。
47都道府県の観光振興計画（平成25年度現在）の策定現況
１）北海道	 「北海道観光のくにづくり行動計画」平成20年３月
２）青森県	 「未来へのあおもり観光戦略」平成22年11月
３）岩手県	 「みちのく岩手観光立県基本計画」平成22年３月
４）宮城県	 「第２期みやぎ観光戦略プラン」平成23年３月
５）秋田県	 「秋田県観光振興プラン平成22～25年度」平成22年３月
６）山形県	 「やまがた観光交流推進プラン」平成23年３月
７）福島県	 「新生ふくしま産業プラン」平成23年３月
８）茨城県	 「茨城県観光振興基本計画」平成23年７月
９）栃木県	 「新とちぎ観光プラン」平成23年３月
10）群馬県	 「はばたけ群馬観光プラン2013～2015」平成25年３月
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11）埼玉県	 「観光づくり基本計画平成24～28年度」平成25年３月
12）千葉県	 「観光立県ちば推進基本計画」平成20年10月
13）東京都	 「東京都観光産業振興プラン」平成25年５月
14）神奈川県	「神奈川県観光振興計画」平成25年３月
15）新潟県	 「観光立県推進行動計画」平成21年４月
16）富山県	 「富山県観光振興戦略プラン」平成22年３月
17）石川県	 「新ほっと石川県の観光」平成23年３月
18）福井県	 「新ビジットふくい推進計画」平成21年２月
19）山梨県	 「山梨県観光振興基本計画　平成19～22年度」平成19年３月
20）長野県	 「信州暮らしが憧れと感動を生む（観光振興計画）」平成25年３月
21）岐阜県	 「岐阜県観光振興プラン」平成25年３月
22）静岡県	 「ふじのくに観光アクションプラン」平成23年３月
23）愛知県	 「愛知県観光振興基本計画」平成22年３月
24）三重県	 「三重県観光振興計画」平成24年３月
25）滋賀県	 「新・滋賀県観光振興指針」平成21年３月
26）京都府	 「生活共感・感動創造　京都観光戦略プラン（中間案）」平成25年３月
27）大阪府	 「大阪都市魅力創造戦略」平成24年10月
28）兵庫県	 「あいたい兵庫キャンペーン2011」平成22年３月
29）奈良県	 「21世紀の観光戦略」平成17年10月
30）和歌山県	「和歌山県観光振興実施行動計画」平成25年３月
31）鳥取県	 「ようこそ・ようこそ鳥取県運動取組指針」平成17年10月
32）島根県	 「しまね観光アクション・プラン」平成21年４月
33）岡山県	 「岡山県観光立県戦略」平成20年10月
34）広島県	 「ひろしま観光立県推進基本計画」
35）山口県	 「山口県年間観光客34万人構想実現アクション・プラン」平成21年10月
36）徳島県	 「徳島県観光振興基本計画」平成22年３月
37）香川県	 「せとうち田園都市香川創造プラン」平成23年10月
38）愛媛県	 「愛媛県観光振興基本計画」平成23年３月
39）高知県	 「高知県産業振興計画観光分野　平成24～27年度」平成24年３月
40）福岡県	 「福岡県総合計画第３章の１観光分野　平成24～29年度」平成24年３月
41）佐賀県	 「佐賀県政策カタログ2011（総合計画2011）」平成23年３月
42）長崎県	 「観光振興基本計画　平成19年10月～22年」
・平成23年３月新たな基本計画策定
43）熊本県	 「ようこそくまもと観光立県推進計画　平成24～29年度」平成24年３月
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44）大分県	 「大分県ツーリズム戦略　平成25年～27年度」平成25年３月
45）宮崎県	 「宮崎県観光・リゾート振興計画　平成25～27年度」平成25年３月
46）鹿児島県	「鹿児島県観光振興基本方針」平成22年３月
47）沖縄県	 「沖縄県観光振興基本計画（第５次）」平成24年５月
（４）「観光計画」の目標と施策
　初期の各地方自治体の観光計画の目標の設定については、各県とも趣向を凝らしてはい
るものの、いくつかの共通する目標のキーワードが見られる。これは、各都道府県の発展
計画や総合開発計画などにも同様な傾向が見出されることと同様である。例えば、「ふれ
あい」（徳島県他３県）、「やすらぎ」（山形県他３県）、「もてなし」（三重県他２県）等のキー
ワードが繰り返し基本計画の本文中に使われているのが目立っている。また全国的な傾向
として、「ゆとり」「うるおい」「やさしさ」のある「地域」「都市」「空間」を「創造」「創
出」するという計画またはビジョンとなって使用されているケースが多いことが分かった。
施策については、各自治体とも共通する内容が多く、「国際観光の振興」（29県）、「観光資
源の活用」（28県）、「宣伝等の強化」（28県）、「観光関連産業の育成」（28県）、「情報提供」
（28県）、「観光基盤の施設の整備」（26県）、「観光交通の整備」（26県）、「ホスピタリティ
の向上」（26県）等が特に多く共通している事項であった。その他には「イベント、コン
ベンションの振興」（21県）、「観光圏域の設定」（21県）、「人材の育成」（19県）、「広域観
光の推進」（19県）、「観光ルートの形成」（17県）等が多くなっていた。また、観光計画の
策定体制については、審議会の答申という形を採用して策定している県が17県、委員会等
を構成して策定している県が11県、不明の県が３県あった。都道府県レベルの観光計画が
政策提言（ポリシープラン）として戦略的、本質的、抽象的な傾向を強めると同時に、も
う一つの流れとして観光を取り巻く今日的課題に的を絞った計画策定が活発に行われ始め
ている。具体的には次のような個別調査計画がある。①観光流動調査、②観光資源評価調査、
③国際化・国際交流可能性調査、④情報発信・プロモーション計画、⑤観光の経済効果に
関する調査などである。全国の市町村自治体の観光振興に対して、どういった取り組みを
行っているかについて全体調査を行った事例が、まだ見当たらないのが現状である。平成
９年７月に財団法人日本交通公社が実施したアンケート調査がある。この種の全国調査は
初めてであり、全国3234市町村に対して1808市町村、56％の回収であった。なお、最も回
答率の高い県は、岐阜県で69.7％、次いで山口県69.6％、福井県68.6％であった。この調
査によると、観光振興についてこれまでも、また今後も重点的に取り組むとした市町村は
66％に上り、今後は重点的に取り組む予定を含めると９割が前向きな姿勢であった。観光
振興に関する長期計画、マスタープランの有無は、31.0％が有る。65.6％が無い。と回答
している。策定率をみると、最も高いのが宮崎県で68.2％、次いで山形県の53.8％、さら
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に岐阜県、福井県、秋田県と続いている。観光計画は、地方自治法でいう法定計画ではな
いため、観光計画を策定したからと言って関連する省庁から支援があるわけではない。し
たがって、計画の内容をどう担保するかが今後の課題となるのである。一例として各自治
体の総合計画、国土利用計画、観光計画を有機的に運動させることが有効なのは言うまで
もない。計画行政がいま問われている時、いかに計画を実施計画として具現化し政策実行
するかなのである。各都道府県における観光振興計画が国の観光立国宣言以降、何らかの
形で策定されてきているか今後いかに具現化するかが大いな課題として山積されている。
（油川　洋）
・日本計画行政学会　第23回全国大会（平成12年９月22～23日　広島大学）
研究報告Ⅲ　R12観光セッションにおける研究発表をもとに修正を加えたものである。
（５）観光条例制定への序論
　今日、観光は総合的産業として語られ、その経済的波及効果については広く認知される
ようなり、地域経済の活性化にとってもその振興は重要な行政課題となりつつある。しか
し、国が観光に着目し、その取り組みに本腰を入れたのは近年の事である。こうした背景
には日本経済の長引く景気低迷や産業技術立国として、これまでの自動車や電気機械等の
ものづくり産業に頼る経済牽引力だけでは限界があり、一国の経済成長はこの先おぼつか
ないとの見方もあっての事であろう。この様な中で観光に着目すれば、我が国は観光後進
国と言っても過言ではない。世界先進諸国の中で、何よりも国際観光における我が国の現
状は、平成23年度統計に示された外国人旅行者受け入れ数の事例一つを見ても、日本は世
界で39位、アジアで10位と大きく遅れをとっている。観光の国際市場が大きく伸びている
中にあって極めて憂慮すべき事態となっている。このような状況を踏まえ、国会議員有志
が立ち上がり観光振興を国の基幹産業として位置づけ振興を図ろうとの意気込みが国会を
動かし、「観光立国」の宣言を明確に行う観光立国推進基本法の制定が図られた。国にお
けるこの様な法に基づく行政目標としての観光振興を明確に位置付けることは、なかなか
行政の方から提案し法制化することは至難の事である。こうした要因もあり国民の代表で
ある議員が立法権を行使し法制化することの意義は大きい。本稿では、地域活性化に向け
て観光振興の更なる必要性と法制定を願い、平成19年に施行された観光立国推進基本法が、
その後地方自治体にどのような影響を与えたのであろうか。一方全国都道府県における観
光条例制定の現状はどうか、そして制定された条例内容についての検証や課題は何か等に
ついて、国における観光の法制化に関する取り組みの経緯や筆者が直接に関わった宮城県
における観光条例制定への取り組みを通し論じることとした。
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（６）国における観光法の制定
　国においては、昭和38年に、議員立法により観光基本法が制定され、さらに平成18年12
月に、同じく議員提案で観光立国推進基本法が制定された。最初の法律制定は、わが国の
「観光」に関する方向性を示すものでそこでは、「①外国人観光客の増加による外貨獲得、
②観光旅行による国民の生活の緊張緩和、③勤労意欲の増進」などが「観光」の主な役割
と考えられていたようである。その後、日本経済の発展に伴い、日本人の国内旅行者数が
増大するとともに、訪日外国人旅行者数も伸び、観光分野も大きく伸長し、国際収支のバ
ランス改善などの観点から、昭和62年に日本人海外旅行者数を1,000万人に増やすという
テンミリオン計画が策定されており、近年は日本人海外旅行者数と外国人訪日旅行者数の
アンバランスが顕著となり、外国人訪日旅行者数の増加を図る必要性が認識されるように
なった。平成15年には、小泉内閣総理大臣が約500万人にとどまっている訪日外国人旅行
者を平成22年までに1,000万人に倍増させることを目標に定め、観光立国関係閣僚会議に
おいて「観光立国行動計画」を策定し、「ビジット・ジャパン・キャンペーン」等を展開
してきており現在にいたっている。国内観光については、戦後の高度経済成長とともにレ
ジャーの大衆化が進み、温泉地等への団体旅行を中心として急拡大したが、近年は、「名
所見物型」から、個人や少人数による多様なニーズを持った「参加・体験型」へと変わり、
国内旅行を取り巻く環境は大きく変化した。国内観光振興も大きな課題となっている。こ
うした背景から、今日の「観光」は、「①潤いある豊かな生活環境の創造を通じ、国民生
活の安定向上に貢献、②より良い観光地づくりへの取り組みによる地域の活性化、③観光
交流等を通じた国際相互理解の増進」などの意義を持つものと認識されるようになり、「観
光」を21世紀におけるわが国の重要な産業として、また政策の柱として明確に位置付け、
観光立国実現のために、基本理念を定め、国と地方公共団体の役割を明らかにし、観光立
国の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進しようとの観点から、議員提案による「観
光立国推進基本法」が成立し平成19年から施行されている。昭和38年の議員発議による観
光基本法は、その策定案の原型が官僚により設計されており法制化には、９年の歳月を要
している。そこでの議論を見ると観光への理解や認識は低かったと言える。「観光旅行の
促進は、国民の生活の向上に寄与するが、観光事業の振興は関係事業者の利益に奉仕する
ものではないか」との見方や「計画の策定には、膨大な政府資金が必要、総花的となり具
体化に乏しい」等の意見があった。法制定は危ぶまれていた中で、昭和39年に東京オリン
ピック開催が決定したことが追い風となり本格的議論が再開され昭和38年にようやく制定
に漕ぎ着けている。
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（７）都道府県における観光条例の制定
（イ）議員提案条例の課題と必要性
　国において観光立国への宣言を明確にする、観光立国推進基本法は、その後地方議会に
おける観光条例制定に向けた活動に、後段に示すように大きな影響を与えたと言える。観
光に限らず一定の政策目標を確実なものとして総合的かつ計画的に実現しようとするなら
ば法制定を行うことが必要である。それにより行政における政策目標として責務を有し強
制力をもつからである。まして現下における政策的重要度の高いテーマであるならば、公
共の福祉を目的にその実現に向け行政あるいは議会のいずれかが主導権を発揮し法制定を
行うことが今日的課題と言えよう。議員提案条例は、行政執行者が提案する案件と違い立
法権者自らがその内容を策定し作り上げるもので、現下の諸課題等に機動的に対応し、行
政の政策目標を確実に達成する手段として有効である。法制化は国においては法律、自治
体では条例と称するがいずれの場合おいても、その策定内容によっては公益性等を保持す
るための理念法に留めるものもあれば、行為の禁止や制限あるいは罰則規定を設ける事例
もあり様々の形があると言える。又法制化の実務にあたっては、官僚の世界とは違う、秘
書やスタッフを持たない一地方議員が法制定に挑む、それも罰則規定を有する法制定を図
るとなれば刑事訴訟法の知見も必要であり、そこに挑み条例として完成させることは易し
い事ではない。又国の事例においても時として緊急性の高いテーマの政策実現を図るため
議員提案による法制定が行なわれることがある。しかし、必ずしも成立が図られる訳で
はない。賛成多数が必要要件となっており、目標とする政策内容の重要度、優先度以上に、
現実には政党構成員の数により提案された後に制定の有無が左右される。これは地方議会
においても同様のことが言え、所属する政党等の会派構成員の数によりその成立の優劣が
存在している。とくに地方議会においては、全会派の合意が前提となっているところが多
く、筆者が手がけた議員提案条例はすべての議員の賛同が条件となっており極めて高い
ハードルとして設定されている。実際に、その条件克服は議員任期の改選を跨いで行われ
１年半もの長期に渉り推進を余儀なくされた案件も存在する。こうした、法制定に係る困
難性もあることから地方議会においても議員提案条例の制定は極めて数が少ないのが実情
であり取り組みの歴史は根が浅いものとなっている。筆者が初めて取り組んだ「暴走族根
絶促進条例」は宮城県議会50年ぶりの議員提案による条例制定であった。今日のように時
代が進み環境が変化し生活の利便性や経済力が如何に高まっても人々が生活する現場には、
常に様々の課題や問題が横たわっている。それら多くの課題の大半は、行政の取り組みに
より解決、あるいはその前進が図られるものの、既存法律の限界によりその解決方途が困
難な事例も多々見受けられるのが現実である。そのような場合は、現実に抱える問題を行
政の取り組む政策課題に位置づけ、その解決を図る仕組みとして条例制定が存在すると言
える。筆者がこれまで手がけた５本の議員提案条例の事例では、平成10年の暴走族根絶の
188
促進に関する条例の場合、全国で暴走族の根絶に向けた最初の県条例であったが、施行後
は暴走族を激減させることに効果を発揮し平穏な県民生活を無事に取り戻すことができて
いる。こうした過去の条例制定への取り組みから、地方議会における条例制定のもたらす
効果と意義は確かなものがあると結論づけられる。こうした事例の上から国の観光立法化
による振興策と連携し地方議会において、地域経済の活性化への貢献や県民生活・福祉の
向上等を確実に実現していく手法として観光の条例化は重要な推進すべき課題と言える。
（ロ）都道府県における観光条例制定の現状と課題
　全国47都道府県における観光の条例制定への取り組みは平成24年３月現在で23県が制定
しており、この内、知事による提案が11県、議員によるものが12県となっている。
　「観光立国推進基本法」は国会で平成18年議員提案により制定され平成19年１月施行さ
れているが、地方自治体においてそれ以前は４県で制定、内１件が議員提案条例となって
いた。しかし、国における観光立国推進基本法以降は19県が制定しており内11件は議員提
案条例となっている。行政の知事による条例提案を上回る議員提案条例が増加しているこ
とは、議会における政策提案力が向上し、議会本来の立法機能を発揮している現象として
評価されるべきと言えよう。しかし、全国的に見て県のレベルにおいて半数に達しておら
ず、観光振興の必要性を如何に国が叫びつつもその浸透は未だ道半ばである。市町村にお
条例名：宮城県暴走族根絶の促進に関する条例 制定年月日：H10．12．４
制定動機・効果：H10．10月５日、９月定例議会の一般質問において、暴走族による迷惑行為を
無くす為、法制化への取り組みを知事に求めたが応じなかった。自ら法制化を決意、12月までの
法案策定に着手、県警等と連携、亘理町の法令を参考に条例私案をまとめた。当時、宮城県は暴
走族数が全国でも上位にあり、反社会的行為が繰り返され、県民生活や観光客等を脅かす阻害要
因となっていた。条例により平穏な市民生活、地域環境を取り戻すことに成功した。
条例名：宮城県ピンクチラシ根絶活動の促進に関する条例 制定年月日：H12．６．28
制定動機・効果
国分町地域の小学校の通学路にピンクチラシが七夕のように飾られているとの保護者からの相談
が発端で法制化を決意、以後、現地調査や関係者からの意見聴集等を行い成立が図られた。条例
によりピンクチラシは国分町から一掃された。
条例名：ふるさと宮城の水循環保全条例 制定年月日：H16．６．22
制定動機・効果：ふるさと宮城の水循環保全条例を制定。制定動機は、産廃廃棄物処分場の整備
が水道水源上流部に計画され、事業者、県、住民等を巻き込み社会問題化していた為、宮城の水
環境を幾世代まで持続しようと法制化を決意し、成立が図られた。条例により水源上流部におけ
る廃棄物処理施設の設置計画が回避された。
条例名：ものづくり産業振興に関する県民条例 制定年月日：H19．３．20
制定動機・効果
宮城県の県民所得が全国33位の地位にあり、全国順位の上位は全て産業構造における製造業のウ
エイトが高いことから、ものづくりを通し全国順位10以内を目指そうと法制化を決意し、ものづ
くり産業の振興を内発・外発の視点から施策をまとめたもので、結果はセントラル自動車の誘致
等製造業の振興が図られた。
表１　宮城県における議員提案条例の事例と効果
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いても、観光の条例を持つところは長崎市に見られる等数箇所に留まっており、日本にお
いて観光振興への取り組みは古くて新しい課題と言える。
（ハ）都道府県における観光条例内容の検証
　全国の各都道府県において条例の中に定める内容や項目数には差異がある。制定された
条例内容を踏まえその構成を整理分類し、各自治体がどのような内容を盛り込みどの様に
取り組んでいるのか、又条例内容に全体としてどのような傾向が見受けられるのかを検
証する為に、後段の資料を基に各都道府県の条例内容を整理し主要項目にNOを付け16の
主要項目に設定した。その内容はNO1目的、NO2用語の定義、NO3基本理念、NO4各主
体の責務と役割、NO5基本施策（基本方針）、NO6市町村計画の策定支援、NO7県民運動、
NO8基本計画（ビジョンの策定）、NO9観光統計の整備、・情報の収集、NO10財政上の措
置、NO11審議会等の設置、NO12推進体制の整備、NO13観光の振興に関する総合力の向上、
表２　都道府県における観光条例制定の現状
都道府県名 条例名 公布年月 施行年月 提案者
１ 沖縄県 沖縄県観光振興条例 S54．12 S55．３ 知事
２ 北海道 北海道観光のくにづくり条例 H13．10 H13．10 知事
３ 高知県 あったか高知県観光条例 H16．８ H16．８ 議員
４ 長崎県 長崎県観光振興条例 H18．10 H18．10 知事
５ 広島県 ひろしま観光立県推進基本条例 H18．12 H19．１ 議員
６ 岐阜県 みんなでつくろう観光王国飛騨美濃条例 H19．７ H19．10 知事
７ 千葉県 千葉県観光立県の推進に関する条例 H20．３ H20．３ 知事
８ 島根県 しまね観光立県条例 H20．３ H20．３ 議員
９ 愛知県 愛知県観光振興基本条例 H20．10 H20．10 議員
10 熊本県 ようこそくまもと観光立県条例 H20．12 H20．12 知事
11 富山県 元気とやま観光振興条例 H20．12 H20．12 議員
12 新潟県 新潟県観光立県推進条例 H20．12 H21．１ 知事
13 鹿児島県 観光立県かごしま県民条例 H21．３．27 H21．４．１ 議員
14 岩手県 みちのく岩手観光立県基本条例 H21．３．30 H21．７．１ 議員
15 徳島県 もてなしの阿波とくしま観光基本条例 H21．６．25 H21．６．25 議員
16 鳥取県 ようこそ・ようこそ鳥取県観光振興条例 H21．７．３ H21．７．３ 知事
17 神奈川県 神奈川県観光振興条例 H21．10．16 H22．４．１ 知事
18 愛媛県 えひめお接待の心観光振興条例 H21．12．18 H22．４．１ 議員
19 和歌山県 和歌山県観光立県推進条例 H21．12．24 H22．４．１ 議員
20 宮城県 みやぎ観光創造県民条例 H23．３．２ H23．４．１ 議員
21 三重県 みえの観光振興に関する条例 H23．10．20 H23．10．20 知事
22 山梨県 おもてなしのやまなし観光条例 H23．12．22 H23．12．22 知事
23 埼玉県 埼玉県観光づくり推進条例 H23．３．26 H24．３．27 議員
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NO14施策の連携（他の計画との関係）、NO15知事への意見、NO16不当な行為の防止に関
することを掲げることとした。さらに主要項目によっては内容分野ごとに細目の施策を設
定し計37細目を掲げ、合計53の主要項目及び細目について検証を行った。尚、検証対象は
平成23年２月現在（宮城県条例制定時点）での条例制定数は20県としそれ以降に制定され
た三重、山梨、埼玉県は分析数に含まれていない。
検証結果
□県民等の意見の反映
　条例の中に内容として明記される目的から審議会までの16主要項目及び施策である33細
目の合計53の内容について検証を行った。条例への明記状況を比較すると一番盛り込んで
いるのは宮城県が多岐にわたり一番多く33（六割強）、次が和歌山県30（五割強）、鹿児島・
熊本県が28（五割）と続いている。又21（四割）以上を盛り込んでいる県は、17県が有り
その内議員提案による県は10県、知事提案は７県となっており議員提案による場合が知事
提案と比較し明記する項・目数が多い結果となっている。又盛り込み数の少ない県は、６
の島根県・議員提案、９の知事提案・沖縄県となっている。これらの結果、県民や各界角層、
広範な意見を如何に条例に反映させるのか、どの様な方法でそれを実現していくのか等出
来るだけ多くの人の参加を得て条例案の検討が図られ成案へと形成していくことか望まし
く現状は五割以上が４県に留まり、必ずしも明記される項目数が多いことが評価とは言え
ないものの、現状は県民等各界角層の声を条例案に反映させる取り組みは不十分と言える。
□条例内容
　次に各自体がとのような内容を条例に明記しているのか、主要項目と細目の計53につい
て分析を行った。その結果、NO1目的は、全条例制定県で明記し20県（十割）、次にNO2
用語の定義は９県（五割未満）、NO3基本理念は18県（九割強）、NO4各主体の役割明記の
項は０県の規定であるが、個別具体に８細目について、①国との連携規定を１県（一割弱）
が定めている。②県の責務を規定しているもの20県（十割）とすべての条例制定県が定め
ている。③市町村との連携規定は14県（七割）となっている。④他県等との連携規定は３
県（一割強）が定め、⑤県民の規定は19県（九割強）が定めている。
　⑥観光関係団体の規定は17県（八割強）が定めている。⑦観光事業者の規定は18県（九
割）が定めている。⑧旅行者の規定は２県（二割）が定めている。これらのことから県や
県民、事業者の責務は多くの自治体が規定しているものの今日の観光は広域連携が重要で
あり、当該自治体の枠を越える他県や市町村等との連携は不十分な規定の取り組みとなっ
ている。旅行者の規定は２県（熊本・宮城県）と低いものの観光客のモラルを協力として
求めているもので観光客のマナーも必要不可欠と散見される現象に遭遇することもあり極
め細かい規定ではあるが評価されよう。次に条例にNO5基本施策（基本方針）を明記して
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いるのは10県と約半数の県に留まる。観光振興を図るには、行政に対し施策の方針や取り
組み内容を明確化しその推進を図ることが求められ明文化しなければ中途半端な行政目標
に成りかねない。ここは、条例の根幹の部分として位置づけられ、現状では不十分な取り
組みとなっている。
　この項では25細目の施策を３分野に分類し各県の規定を分析することとした。
　観光の接客や情報発信の分野の規定では５目の施策を掲げ、情報発信・PR・観光案内
の充実規定は18県（九割）が定めている。宿泊観光の促進規定は１県（一割弱）が定めて
いる。
　外国人観光客の誘致規定は17県（八割強）が定め、教育旅行の誘致規定は１県（一割弱）
が定めている、MICE誘致は８県（四割）が定めている。これらの分野では情報発信等の
充実や外国人観光客誘致は多くの自治体が規定を定めているものの教育旅行やMICE：国
際会議等の誘致を規定している県は少なく取り組みは不十分と言える。
　次に観光の魅力づくり・人づくりの分野の規定については11目の施策を掲げ分析を行っ
ている。観光の魅力づくり（魅力ある観光地の形成）規定は15県（七割強）が定めている。
他の団体の規定は７県（三割弱）が定め、人材育成の規定は17県（八割強）が定めている。
もてなしの向上・心の醸成規定は12県（六割）が定めている。大学等との連携は５県（二
割強）が定め、国際交流の促進規定は８県（四割）が定めている。満足度の向上（観光地
のサービス評価）規定は１県（一割弱）、ニューツーリズム促進（エコツアー、産業観光等）
規定は９県（四割強）が定めている。観光産業の振興（観光事業者の経営基盤強化等）規
定は８県（四割）が定めている。地域の特徴（文化・食・産業等）の活用規定は14県（七割）
が定めている。広域連携規定は11県（五割強）が定めている。これらの結果観光の魅力づ
くりや人材育成、地域の特徴を活用することについては多くの県が規定を定めているもの
の、おもてなし向上の規定は六割、広域連携の規定は五割強に留まっておりやや不十分な
取り組みと言え、更に他団体との交流、国際交流の促進、ニューツーリズムの促進、観光
産業の振興の規定は、半数に満たずこれらの規定は不十分な取り組みとなっている。大学
等との連携や満足度の向上は数県が規定するのみで極めて不十分な取り組みと言える。大
学等の知的資源の活用や、観光客のリピート率を高める上で満足度の向上規定は必要不可
欠と言えるが観光振興にとって現実は厳しい現状にある。やさしい観光地づくり（ユニバー
サルデザイン）規定は15県（七割強）が定めている。観光旅行の安全確保規定は６県（三割）
が定めている。外国人観光客の誘致受け入れ体制の整備規定は８県（四割）が定めている。
観光地におけるデザインの規格統一化規定は１県（一割弱）徳島県が定めている。観光基
盤の整備（交通施設等）規定は12県（六割）が定めている。観光施設（公共施設）整備規
定は９県（四割強）が定めている。観光旅行の容易化及び円滑化（休暇促進等）は０県と
なっている。これらの分野ではやさしい観光地づくりは七割強、景観の保全六割強、観光
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基盤（交通基盤等）の整備は六割とインフラ整備に伴う財源との調整課題もあり半数を超
える県が規定しているもののやや不十分な取り組みと言える。
　観光旅行の安全確保や外国人観光客の誘致受け入れ体制の整備、観光施設の整備規定も
半数に満たず不十分な取り組みと言える。修景美化区域は沖縄県、観光地におけるデザイ
ンの規格統一は徳島県が規定しており、観光地の景観づくりに規制を行う手法は評価され
よう。観光旅行の容易化及び円滑化（休暇促進等）の規定は０県であるが観光振興を図る
上で休業・休暇等の設定は地方自治体における取り組みには限界があり国の施策として推
進すべき規定である。
　次にNO6項の観光の市町村計画策定の支援規定は２県（一割）富山、長崎県が定めており、
重点地区重点分野の指定による市町村への支援は長崎県が規定している。県における市町
村への関与は限界があるものの、積極的に予算的支援も入れたこの様な先進的取り組みは
評価される。観光振興への取り組みとして、市町村における観光推進計画策定は殆ど推進
されておらず今後に残された大きな課題と言える。次にNO7項の県民運動規定は４県（二
割）が規定している。観光振興は県民総参加が望ましいが、県民との連携をどう構築する
かは大きな課題である。観光振興への県民の参加、参画そして協同にはプロセスが必要で
ありあえて県が県民総参加の規定を置くことへの異議も多い。この様な中で県民総参加の
規定を４県（二割）が定めていることは観光振興へ前向きの姿勢として評価されよう。こ
の項には３目の施策を掲げている。観光学習の促進（観光に関する普及・啓発等）規定は
16県（八割）が定めており、観光週間（観光の日の設定）規定は６県（三割）が定めてい
る。団体個人の表彰規定は２県（一割）が定めている。観光学習の促進規定は八割と多く
の県が定めているが、観光週間の設定規定は三割、団体・個人の表彰が一割に留まり県民
の観光振興への取り組みを醸成するこれらの具体的取り組みは極めて不十分である。観光
振興への県民の参加を促進するうえでこれらの具体的施策は必要不可欠なものと言える。
　次にNO8基本計画（ビジョン）の策定規定は19県（九割）が定めており殆どの県が策定
している。NO9観光統計の整備・情報の収集規定は13県（六割強）が定めている。観光振
興を通し地域経済の活性化には、観光消費額の数値目標が不可欠で、こうした設定には観
光統計等のデーター活用は欠かせない。六割強の取り組みは厳しく見て不十分な取り組み
と言える。NO10財政上の措置規定は15県（七割強）が定めている。NO11審議会等の設置
規定は６県（三割）が定めている。外部有識者の声を観光に反映する取り組みは不十分と
言える。
　NO12推進体制の整備規定は９県（四割強）が定めているが不十分な取り組みと言える。
　NO13観光の振興に関する総合力向上は１県（一割）徳島県が定めている。
　NO14施策の連携（他の計画との関係）規定は２県（二割）が定めている。
　NO15知事への意見規定は０県、
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表３　都道府県における観光条例制定内容
出所：やまなし観光振興条例（仮称）検討委員会配布資料（2012年）
　NO16不当な行為の防止規定は２県（一割）が定めている。沖縄県・愛媛県が規定して
いるもので沖縄県では、修景美化区域における美観風致の維持に支障を及ぼす行為、不当
な客引き等の迷惑行為、愛媛県では基本方針に観光旅行者に迷惑をかける行為の防止に関
する取組の促進を掲げており規制措置の規定等は観光に前向きの姿勢として評価される。
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（ニ）宮城県における観光条例制定事例
１．観光条例制定の背景
　平成19年に施行の国における観光立国推進基本法を受け地方議会においても観光の法制
化へむけた活動が謙虚になってきていた中で、宮城県議会は、平成19年７月に観光立県推
進調査特別委員会を立ち上げ、その中で「観光に関する条例制定について」を検討してい
る。その結果では、観光は裾野の広い総合産業であるため、経済波及効果や雇用創出効
果が大きく、一過性ではない持続的な集客は、地域の産業振興や活性化につながるもので
ある。又自らの地域を見つめ直し、地域の文化、歴史等に関する理解を深めるなど、その
魅力を再認識することにより、住民が誇りと愛着を持つことのできる活力に満ちた地域社
会の実現を促進していくものとし、将来の定住につながる交流人口の拡大に重要な役割を
担っていくものであるとの認識が示されていた。しかし、条例制定について各議員間の討
議では、条例を制定することにより、観光振興に関する県民の理解、認識の向上が図られ
ると言った意見はあったが、条例制定には、さらなる調査・議論が必要であり、その必要
性及び条例制定の効果等を含めて幅広く検討すべきものであると結論している。又平成20
年にも観光立県推進調査特別委員会が設置され、引き続き観光振興に関する条例の制定に
ついて検討が重ねられた。そして、委員会の結論は、観光振興に関する条例の必要性につ
いて、以下のとおり提言をおこなっている。「（仙台・宮城ＤＣ）で高まった誘客機運を持
続させ、県民や事業者、民間団体と行政が一丸となって観光振興に取り組むためにも、観
光政策の根幹となる条例を制定することで県の方針を明確にし、観光立県を宣言する必要
がある。尚、地域が主体となった観光振興を進めていくことが重要であり、県内各地域の
住民代表である県議会議員が、その基本方針となる条例の制定を提案することが望ましい」
との結論を示している。国が観光立国を明確に宣言する観光立国推進基本法やその後の観
光庁の設置等に取り組み観光を国家の重要施策に位置づけていこうとの意気込みは受け止
められることなく先送りされた。
２．宮城観光の現状と課題
　宮城県への宿泊観光客数は、平成12年から19年823万人に上昇し以後下降し21年は787万
人に減少している。現状は800万人前後で推移している。
　宮城県内、東北地方からの宿泊観光客が多く、関東以西からの宿泊観光客の増加が課題
であり、夏から秋の宿泊観光客が多く、冬から春への宿泊観光客の増加も課題となってい
る。外国人観光客は平成12年82631人であったが、平成19年には148517人に増加した。平
成21年は109881人に減少している。平成21年は世界的な経済不況、円高、新型インフルエ
ンザ、航空便の減少等の影響が大きく顕れている。
　観光消費額は、平成12年3770億円であったが、19年には5869億円に延びた。21年は、
5387億円と経済不況等の影響によって旅行にかける費用が減少し、観光消費額が減少した。
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　外国人観光宿泊者の今後の見込み数は、平成22年度1000万人、31年度2500万人、将来は
3000万人と国におけるインバウンド施策、ビジットジャパン事業、観光客訪日ビザ取得の
緩和対策により大幅な増加を見込んでいる。宮城観光の課題は旅行客の行動範囲の拡大に
伴う各市町村間及び他県との連携や、進行する少子高齢化への対策等多くの課題への対応
が迫られている。この様な中で宮城県として重要な基幹施策の柱に観光を位置づけるとの
観点から条例の制定は必要である。議会における条例制定に向けての対応は先送りされて
いるが、条例制定は必須の努力課題であり問題はその責務を誰が担うのかである。大きな
命題として残された議会の責務について。筆者はみやぎの観光現状を俯瞰しその課題も含
め新たに地域おこしの観点からも条例制定の意義を下記のように見出しその実現に取り組
むこととした。①観光による交流人口の増加は、地域活性化につながり経済波及効果が見
込まれる。②県土の持続的発展の為には、人口減少社会に対応し観光振興を県の基幹産業
として明確に位置づけることが必要である。③宮城観光の現状は恵まれた立地性や観光資
源を十分に生かしきれていない。④何よりも県民が最大の観光資源であり、それを踏まえ
主体的に観光振興に参加できる仕組みづくりが必要である。⑤地域に安らぎと潤いが有り、
人々が住んでよかった。訪れてよかった。と心から思える宮城県を創造する必要がある。
　その為には、観光振興を国内外の視点から捉え、宮城における現状の課題を踏まえなが
ら、県民が郷土に誇りと愛着を持ち、観光振興に取組む事が可能となるよう、民の参加・
協働（参加・参画・立案・相互理解・協働）による新たな観光への創造的活動を目指すこ
とが必要である。又その推進を図るには、官における支援施策や執行体制等の体系的整備
が必要であり、とくに観光振興に向けた県の果たすべき役割は極めて重要であり、必要な
責務、推進体制、目指す目標等を、県政の中に明確に位置づけすることが求められる。
３．宮城県における観光条例制定への取り組み
　地方議会での条例制定の実現は、様々の手法がある。テーマを下に趣旨に賛同する同志
を募り任意の研究会組織等で調査検討を加え、賛同者でもって議会に提案する方法、議会
に調査特別委員会を設置し議会として成立を目指す方式、同じく常任委員会による手法等
がある。筆者は、観光について議会に調査特別委員会を立ち上げその下で調査検討を図り
成立を目指す方法を選択し、議会最大会派の自民党県民会議等の議員個々にその実現の必
要性を訴え、その協力を得ることにより議会での検討組織を立ち上げ条例制定に取り組む
ことが可能となった。平成22年の６月、宮城県議会で食と観光振興対策調査特別委員会が
設置され、筆者が委員長に推挙され、（仮称）観光王国みやぎの実現に関する条例の制定（以
下「宮城県における観光条例」と称する）に向け精力的に策定作業が進められた。
　県議会調査特別委員会では調査テーマに「（仮称）観光王国みやぎの実現に関する県民
条例の制定について」を定め、県民等各界角層の意見聴取や県内外の視察調査等を行い、
平成23年２月の定例県議会に議員提案により発議することを目標として具体的な推進が図
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られた。条例制定に当たっては、何よりも地域の生活者である県民等から直接、観光振興
に関する意見を聴取することが重要となる。宮城県には、13市21町１村が存在しておりこ
れらの地域特性等を踏まえ６圏域に分け多様な階層から意見聴取に向けた多くの会議を設
定することや、物理的に不可能な場合はより多くの意見を求め、県内各地の市町村の行政
や議会更には観光事業者・団体には文書により意見の聴取、更に県外での視察調査や学識
経験者、市議会からの意見聴取、そして、県民等を対象とするパブリックコメントの実施
等ありとあらゆる手法により意見聴取に努めた。条例制定に向けた検討の中で一番重要な
視点は、何のためにどのような条例をどの様にして策定を図るかである。それには策定者
自らが、条例目的を明確にもち、そしてその実現のために、どのような内容でどの様に
取り組むのか基本的考えを提示し、その基本的考えを基に条例が実現するまで強い意思で
もって取り組みを推進することが求められる。筆者は条例策定の全過程を貫く方針を下記
のように定めその実務の推進を図ることとした。これらは、条例に定める基本的方針と言
われるものである。①民間・行政等が一体となった県民総参加による取り組みを推進する。
　（県民総参加の為の体制整備）②県は全庁挙げての総合的な取り組みを推進する。
　（知事をトップに観光戦略推進本部の設置）③県は観光王国みやぎ実現に係る民におけ
る全ての取り組み過程を支援する。（基本方針に明記）
　条例制定への取り組みへのポイントは、時間等限られた物理的条件等の中でどうまとめ
るかであり端的にどのような内容のものにするかである。筆者はそれを、明確にシンプル
に観光王国みやぎの実現を図る為の政策の基本的方向性を定めることとした。又、条例の
名称については、県民がおもてなしの重要性を意識し、その思いを具体的行動に高めるこ
とが可能となるような表現にしようとの思いがあり、名称に「ようこそ」等おもてなしの
行動に向けた目標を入れたり又「観光立県」を明確に掲げる等を明記しようと各議員に意
向を示し他県の事例調査を踏まえ宮城らしい表現を検討することとした。条例制定に当た
り最も頭を悩ませたのは県民の位置づけについてである。観光振興は、これまでどちらか
といえば観光事業者あるいはその関連事業者等が中心に取り組むと言うのが一般的に語ら
れ県民の関わりは極めて希薄のように見られがちである。しかし、国内ではあまり見受け
られないが観光における地域住民の関わりは、極めて重要であり国の外ではおもてなしの
姿勢をほほえみでもてなすことが自然に励行されている国もある。旅行者に対するおもて
なしの心の醸成について観光振興への取り組みの柱として如何に取り組むか。こうした命
題について県民運動に明確に位置づけ県民総参加による取り組みを推進するよう取り組む
こととした。そのような観点から条例の基本骨格を下記の二点に集約し具体の県民挙げて
の運動論として進めようとの方針を示すこととした。①競争力のある魅力あふれる観光地
づくり（地域資源の活用、再発見、掘り起こし、ニューツーリズム、着地型観光の推進）
　②おもてなしの向上と人材の育成、おもてなしへ県民上げて取組む、大学活動等への協
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力、多様な人材の育成に向け行政機関及び関係団体等が一体となった取組みを推進する。
　これらの基本的な考えを基に宮城県における観光条例の骨子（案）を策定し各圏域にお
ける意見聴取会等に望むこととした。具体的な取組事例では条例骨子案について、平成22
年９月14、15日の二日間にわたり県内六箇所の会場（栗原、大崎、気仙沼、登米・石巻、
仙南、仙台・塩釜）で、11月10日には、学識有識者等から午前、午後の二回、又鳥取県、
広島県、兵庫県、千葉県、長崎県、神奈川県、熊本県、岐阜県における県外調査、県内で
は南三陸町で調査を行っている。各種の条例案の意見聴取会等において提示した条例の基
本構造は、前文の県の地域性、課題を明示することとし、観光の意義、重要性、その実現
の必要性、条例制定の理由等を明記した。総則には目的定義、基本理念、県の責務、市町
村との連携協力、近隣各県等との連携協力等を明記し県民の役割、観光事業者及び観光関
係団体の役割、観光旅行者との協働を明記することとした。基本方針には、観光振興の施
策を実施する際に基本となる方針を定めることとした。内容は（１）「（仮称）スマイル
あったか宮城県運動」の展開について、具体的には①県民運動の展開について②県の支援
について③取り組み指針の策定具体的には、観光王国の実現のために基本となる事項、県
民運動推進のための取り組み体制、県民運動の具体的な取り組みに関すること、その他本
県の観光王国実現のために必要な事項を定めることとした。（仮称）スマイルあったか運
動取り組み指針を戦略的効率的なものとするため、観光客の動向等に関する調査研究を行
う。④「（仮称）スマイルあったか県民会議」及び「（仮称）スマイルあったか市町村会議」
の設置について⑤「（仮称）スマイルあったか推進員（県・市町村）」制度の創設を定める
こととした。（２）地域の観光資源の保護・発掘及び活用の取組の促進（３）観光に関す
る施設の整備、道路等の社会基盤施設の整備、その他の観光の基盤の整備の促進すること。
（４）観光事業者相互の連携や産業観光光など地域の産業との連携を促進し、観光産業の
競争力を強化すること。（５）観光事業に従事する者等の知識及び能力の向上、観光ボラ
ンティア等の人材の発掘・育成を図ること。（６）外国人観光客の受入環境の整備、広域
的な連携による取組その他の多様な誘客活動により、東アジア等の海外からの観光客を誘
致し、国際観光の振興と国際相互交流を促進すること。（７）県内の観光地に関する戦略
的な情報発信とおもてなしの向上により、本県への観光客の来訪を促進すること。（８）
自然環境や各種産業に関する体験活動、心身の健康の保持増進、プロスポーツ観戦、文化・
芸術イベント等を目的とする旅行等の新しい観光の分野の開拓を図ること。（９）高齢者、
障害者、外国人等をはじめすべての観光客が安全に、安心して、快適に観光ができる環境
の整備を促進すること。（10）観光地における生活環境の美化及び良好な景観の保全の取
組を促進すること。（11）県民等の参加と協働による観光振興に取り組む意識を高めるた
めの広報・啓発を積極的に推進すること。を定めることとした。これらの基本方針以外に
は観光王国みやぎ基本計画及び、市町村の観光地づくり推進計画の策定、観光週間の設置、
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表彰等、推進体制及び財政上の措置、附則を掲げている。条例骨子案について、県内六箇
所の会場で９／14、15の二日間に亘り栗原、大崎、気仙沼、登米・石巻、仙南、仙台・塩
釜の各方面で意見の聴取会を実施し、様々な貴重な意見を基に条例骨子の修正案を策定し
ている。修正作業の中で特に県民運動として掲げる「スマイルあったか」の標語については、
行政の担当者からは歓迎されなかった。県の立場において、運動論の標語まで決めてしま
うような手法も間違いではないが、県民の参加・参画の中から決めていくことがより効果
的ではないかとの考えもあり尚検討を加えることとした。条例策定作業の中で県民県内各
界の意見は条例の骨子（案）の修正の段階でその殆どが反映されている。修正案の構造は、
前文に県の地域性、課題を明示、観光の意義、重要性、その実現の必要性、条例制定の理
由等を明記し、総則には目的、定義、基本理念県の責務　市町村との連携協力、近隣　各
県等との連携協力等を明記県民の役割、観光事業者及び観光関係団体の役割、観光旅行者
の協力、観光王国みやぎの実現に関する基本方針には①県民運動の展開について「観光王
国づくりみやぎ県民会議」及び「観光王国づくり圏域会議」の設置、「観光王国づくり推
進員」の設置、「市町村会議（任意）」の設置、市町村における魅力ある観光地創りを支援
する仕組みをつくる。光資源の活用による内外競争力の高い魅力あふれる観光地の形成③
旅行者来訪促進に必要な交通施設の総合的な整備④観光産業の競争力の強化⑤観光振興に
寄与する人材の育成⑥大学等の行う観光人材育成活動への協力⑦国際観光の推進、国際相
互交流の促進⑧多様な媒体等による内外への情報発信⑨新たな観光旅行分野の開拓⑩観光
旅行者の本県へ来訪の促進⑪観光旅行者の安全の確保⑫観光地の生活環境、自然環境の保
全、景観の形成⑬広報・啓発活動の推進⑭観光施策実施状況の検証、「観光王国みやぎ推
進基本計画」、観光週間、表彰等、推進体制及び財政上の措置、附則を定めることとした。
　以上のように県内各方面からの意見聴取や他県における視察調査を踏まえ骨子案の修正
を行った。広範な意見や県内各地での意見、他県での調査も踏まえた修正の特徴的なもの
は下記の通りとなっている。１）県の責務について、県は、基本理念（以下「基本理念」
という。）にのっとり、観光振興に関する施策を総合的に策定し、実施するものとする。・
県は、県民等が観光の振興に関する共通の認識を持つことができるよう情報の提供を行い、
県民等の行う取組に対し、必要な支援及び調整を行うものとする。と観光振興を図る上で
県民等のあらゆる活動のすべての過程で必要な支援と調整を行うよう県の責務として明記
した。２）市町村との連携について本県市町村の観光振興への取り組みの現状や県外の長
崎県等の事例を踏まえ、あるべき連携のありかたを検討した。市町村における観光振興へ
の取り組みの現状について、条例制定の有無、観光プランの策定有無、観光に関するNPO
等の現状について調査を行った結果は、県内35市町村の中で観光に関する条例は無い。観
光振興計画等を定める市町村は４箇所、NPO団体等活動をしているのは４箇所であり市
町村における観光振興への取り組みは、全体的に未熟の状態と言える結果が示されている。
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この様な中で、宮城県では南三陸町において先進的観光振興への取り組みを推進してい
る事例があり記録に留めておきたい。平成23年の3.11東日本大震災前の南三陸町における
観光を軸とする魅力あふれる地域づくりの展開は県内でもトップクラスの観光活動と言え
る。南三陸町は、平成17の市町村合併により誕生した、人口17870人、5363世帯の町である。
そこでは、町長が観光を通した元気な街づくりを掲げ、隣接町との合併とDCをきっかけ
にその推進を図っていた。具体の取り組み方は、①町長の人脈を生かし、住民への観光に
向けた啓発、おもてなしの意識付けのために戦略的に研修会、セミナー等を展開した。②
町から住民に対し観光行事参加への依頼を訪問活動により何度も行った。そこではニュー
ス性、テーマ性のあるものを企画しメデアの活用も図りながら展開して行った。そのよう
な町の取り組みに参加する住民にも達成感が得られ、行政と一緒に頑張ろうとの気概が生
まれた。特に観光客へは食でのおもてなしに力を入れ、様々のアイデアを工夫し企画商品
は、飲食店におけるたこ料理、きらきら丼、テーマは一つで規格の統一を図り、スキルを
磨き町内の全ての飲食店が専門技術を共有し観光客に満足と喜びを提供できるよう努めた。
又観光地域ガイドは啓発の段階から専門化を招いての勉強会を通し、試験は60回を実施さ
らには、ツアー客を呼び込み実際の体験、活動の場を与える等、住民行政が一体となった
観光振興に取組んでいた。又、観光経営を本格的に展開すべく、観光協会を法人化し旅行
業登録を行い取り組んだ。これらの結果、平成22年度は教育旅行などで1800人を超える受
け入れとなり、事業収入は1000万円以上が見込まれ、地域経済の活性化に大きな効果をも
南三陸町観光振興の体制
図１　宮城県南三陸町における観光振興体制
200
たらした。
　３）長崎県における市町村との連携規定を見ると、長崎県では条例に市町村計画の策定
を責務規定としている。条例規定では、第13条　市町の長は、観光振興基本計画に沿っ
て、一定の区域又は観光振興の分野を定め、次に掲げる事項について観光の振興に関する
実施計画（以下「観光地づくり実施計画」という。）を策定することができる。市町の長
は、観光地づくり実施計画を策定し、又は変更する場合においては、県民等の参加を促進し、
その提案を得るよう努めるものとする。市町村に対して観光地づくり実施計画の策定を求
める県の姿勢は観光振興にかける強い思いが感じられる。４）宮城県における市町村との
連携規定のあり方について、他県における条例規定の現状を踏まえ、本県条例における市
町村との連携について下記のように規定を盛り込んだ。長崎県のように市町村計画の策定
を求め規定することは、県は市や町と同格のパートナーであるとの観点から採用せず連携
規定にとどめている。県は市町村が基本理念にのっとり、その地域の特性を生かして、観
光振興に関する計画の策定その他の観光振興に関する施策を策定し、及び実施することが
できるよう支援するとともに、市町村と連携して、観光に関する施策を実施するものとし
た。５）広域連携の規定については他県や県内での意見聴取等を踏まえ下記のように規定
した。（近隣県等との連携協力）では、「県は、観光振興に関する施策を効果的に実施する
ため、近隣県その他の地方公共団体と連携協力するものとする。」と規定したほか、広域
連携の重要性が増していることを踏まえ、他県との連携や東北全体を視野に入れた連係も
必要であることから、条例の前文にも広域連係を謳うことにより、その必要性を強調した。
６）基本方針における県民運動の位置づけ
　観光客の満足度を高め、旅行者、リピーターを拡大していく視点、地域を魅力あふれる
観光地にしていく視点、さらに県民が郷土に誇りと愛着をもち安らぎと潤いのある地域づ
くりを目指す視点から、観光客へのおもてなしと、魅力あふれる観光地づくりについて、
県民等が総参加して取組んでいくことが課題となることから、県民運動の必要性を条例に
明確に位置づけ、おもてなしについて県民総参加による取り組みを明確に掲げ、基本方針
の一項目に展開の方途等について具体的に記した。しかし、基本方針の中に県民運動の象
徴として位置づけた、「ようこそおもてなし」の運動展開については、条例のネーミング
議論との関連で調整がつかず、あえて標語的なものを掲げないでおもてなし運動に取り組
むこととし、今後の運動の過程で掲げることとした。尚県民運動のイメージ図は下記のよ
うに提案している。
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　７）観光事業者への支援については、観光が経済社会を牽引するリーディング産業とし
て期待されている中で、観光振興を支える既存観光事業者等の経営基盤の強化の為の支援
は欠かせない事から規定を設けた。観光事業者への必要な情報提供等の支援、観光事業者
相互の連携や産業観光など地域の産業との連携の促進等により観光産業の競争力を強化し、
もって観光事業者の育成及び経営基盤の強化を図ること。８）大学等の教育活動への協力
（仮称）観光王国みやぎ県民条例
（仮称）観光王国みやぎ県民運動
（仮称）観光王国みやぎ推進県民会議
「6」基本方針  （1）  ようこそ、おもてなし県民運動」について
条例に基づく県議会報告
（関係する協議会等）
宮城県産業振興審議会（商工業部会）
（
仮称
）
観光王国みやぎ推進本部会議
図２　県民運動のイメージ図
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観光振興に係わる人材の育成を図る為、大学における観光学の強化やその他の活動等教育
機関における活動等に協力することを規定した。９）情報発信については、情報発信力の
強化を図る為インターネット等の活用や利用環境の整備等について促進を図る為規定を盛
り込んだ。「国内外に県内の観光地に関する、多様な媒体の活用による戦略的な情報発信
その他の情報発信の充実に必要な施策を図り、本県への観光客の来訪を促進すること。」
を明示した。
　10）ニューツーリズム等の誘致等については、取り組みを強化する為規定を盛り込み、
スポーツツーリズム、コンテンツツーリズム、ヘルスツーリズム、エコツーリズム等の新
しい観光の分野の開拓、MICE、展示会、映画のロケ地等の誘致及び受入態勢の整備等の
取組を充実する。ことを明示した。
　11）食や音楽エベント等との連携・支援は、宮城県が地域資源に恵まれ食の活用や市民
活動によるエベント等が開催されておりさらなる推進が必要であることから規定を盛り込
み、県民等が主体となって行う食、文化、音楽、芸術等に関するイベント等との連携を図
るとともに、イベント等への必要な支援を行うことを明示した。12）　景観形成について
は各地の意見聴取会等の会場で、温泉地等における景観が、建物や標識により阻害されて
いるとの声が多かった。こうした工作物の設置にあたり全く景観への配慮を欠くことのな
いよう景観形成等への取り組みに支援を行う規定を盛り込むこととした。「観光地におけ
る生活環境の美化及び良好な景観の形成を促進する為市町村・県民・事業者等が行う良好
な景観の形成及び美化活動に関する取り組みについて必要な支援を図ること。」を明記し
た。13）観光振興基本計画の実施については観光振興基本計画の実施状況について、検証し、
毎年度議会に報告するとともにこれを公表する規定とし、着実な推進への取り組みを県に
求めていくこととした。条例骨子案を基に条例案の策定作業を進める中で、県の第二期宮
城観光戦略プランとの整合を図るべく調整を行った。条例案の理念は基本的には戦略プラ
ンにも通じており、具体的な政策展開を目指す基本方針に条例案は多岐にわたる政策方針
を掲げ、時期戦略プランの見直しの中でこれらが県施策に反映されることが望まれる。県
民総参加による観光振興の取り組みを向上させていけるよう、県民からのパブリックコメ
ントを条例骨子案及び条例案の段階で２回実施している。条例案については22年12月中旬
から23年１月中旬に行い、ほとんど意見が寄せられなかったが骨子案については、22年10
月25日から11月12日の三週間で行い44件の意見が寄せられた。これらの意見を骨子案及び
条例案の修正に反映させることとした。その主なものは、前文では「観光王国」の王国表
現に対する疑問、県の産業振興における観光の位置づけ、基本理念では、インバウンドや
観光の経済効果、食に関する事項の記載を求める、責務では市町村との連携協力で県と市
の役割分担の明確化、県と市町村のそれぞれの特性を表現すること、県民の役割、観光事
業者の役割では県民の意識の醸成、観光事業者に対する具体的役割の追加の意見、観光旅
203
都道府県の観光振興計画と観光条例制定の現状と課題
行者の協同では旅行者に対する責務を負わせることについて、基本方針ではインバウンド
やスマイルあったかみやぎ運動、市町村会議及び推進員制度、市町村の観光地づくり推進
計画ではその実効性について等々様々の意見が寄せられた。条例のネーミングについては
条例制定にあたり、ネーミングのありかたについて議会の内外でその都度、一貫し関係者
から意見聴取を行っている。条例案では、目指す政策目標を観光王国みやぎの実現を図る
こととしていた。しかし、王国のもつイメージ等についてわかりにくいとの意見が多かっ
た。一方、条例の目指す取り組みとの整合性もあり、これらを考慮し、王国に至る過程に
視点を置いた名称として「観光創造」を用いることとした。観光創造は、地域の将来像と
して人々が住んでよし、訪れて良かったと心から思えるような潤いと安らぎに満ちた姿を
目指すことであり、住み慣れた所で住民の誰もが郷土に誇りと愛着を持ち豊かな生活を享
受できるよう日々取組んでいくプロセスそのものと言え、その過程を重視し表現すること
とした。又条例の名称の頭に伊達の名称を用いる意見が多くその調整は困難を極めた、又
おもてなしの行動目標をネーミングに表現するべきとの筆者の提言も調整が難航し最後は
譲り合う形で、下記のように決めることにいたった。条例の名称「みやぎ観光創造みやぎ
県民条例」、県議会の特別委員会の調査項目の中では、他県における、名称に「ようこそ」
等角度を入れる又「観光立県」を掲げる等の事例調査を踏まえ宮城らしい表現を検討する
としていた、が意見の調整に至らなかった。これらの検討に加え、議会のホームページに
よる県民へのパブリックコメント更には、市町村議会への手紙による提言の協力更には仙
台市議会議員との意見交換そして有識者による意見聴取等も行い、平成23年２月にみやぎ
観光創造みやぎ県民条例の成立が図られた。
　　　食と観光調査特別委員会スケジュール　　2010．６．29
　　　調査テーマ：（仮称）観光王国みやぎの実現に関する条例制定
調査の日程・スケジュール
2011．02　　　平成23年度定例議会本会議上程
2011．01．24　条例案最終案調整、委員間討議本会議提案最終確認
2011．01．15　条例案パブコメ終了
2011．12．27　条例案パブコメ開始
2010．12．17　条例（案）委員長最終案提示、委員間討議最終確認
2010．11．25　仙台市議会観光対策調査特別委員会との意見交換
2010．11．22　委員長条例私案提出、執行部意見聴取、パブコメ最終案、回答調整
2010．11．12　骨子案パブコメ終了
2010．11．10　意見聴取、学識経験者等、パブコメ骨子中間案提出
2010．10．25　視察条例制定及び食と観光の連携施策の現状調査、骨子案パブコメ開始
2010．10．21　意見聴取仙塩地域
2010．10．21　意見聴取白石市、蔵王町、丸森町等
2010．09．15　意見聴取石巻市、登米市、涌谷町、松山町等骨子案パブコメ開始
2010．09．15　意見聴取大崎市、栗原市、加美町
2010．09．15　意見聴取団体等気仙沼、石巻市、登米市
2010．08．09　執行部説明骨格案提出、委員間討議
2010．07．20　進め方の確認、県民総参加・魅力ある地域づくり等幅広く意見聴取
2010．07．12　調査内容の確認
2010．06．30　委員長等互選
表４　宮城県における観光条例制定経緯
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（８）観光条例制定の結語
　全国の各都道府県で制定された20県での条例についてその内容を主要項目、細目の53種
に分類しその検証を行った結果は、全体的に県民や各界各層からの意見を条例案に反映す
る取り組み、県民運動や県民の観光振興へ参加・醸成等の取り組み、教育旅行やMICE等
の取り組み等不十分な現状が見受けられ、行政が条例に基づく観光活動を展開する上で明
確な施策の基本方針等が明記にされないことは、観光振興の成果が懸念され、現状の観光
条例は必ずしも満足すべき観光条例とはなっていない。このような状況から条例制定の熟
度を目指し、更なる議員提案の観光条例制定が現下の課題と言える。議員提案による条例
制定への取り組みは、目線が住民の生活現場にあり県民をはじめ観光関連事業者等各界各
層に渉り多くの人々が観光の条例づくりに参加・参画することを可能とさせる。これらの
実践を通し条例に明記する項目数が多くなっている傾向にある。観光条例の中に観光振興
への取り組みを県民総参加、県民運動として掲げているのは、鳥取県、熊本県、和歌山県、
山梨県、岐阜県、富山県の５県である。最近の条例制定県では埼玉県が掲げ、県民の総参
加の意識を高めるために広報・情報の提供、体制づくり、観光週間等の取り組み内容とか
が明記されている。観光振興は一朝一夕に出来るものではないことから、その主体に県民
を置き具体の施策を計画推進することは、目標へ向かって一歩一歩の前進を図ることに通
じ、観光振興の着実な進展が期待される。その大きな要因の一つが県民の条例への位置づ
けと言える。法律制定は立法機関である議会がその役割を担っているものの、国あるいは
地方自治体におけるその実務の殆どは官僚である公務員が遂行している中で、国会議員の
有志が結集し観光の持つ意義やその経済的波及効果の大きさが再認識され、平成18年12月
に議員立法による観光立国推進基本法が制定されたことは、観光のもつ市場性や国際観光
における我が国の地位を高めることへの対応として評価される。これにより我国が内外に
向かって観光立国を宣言し、観光が国の基幹的産業政策として位置づけられ観光振興国へ
の脱皮を図る取組みと言えよう。こうした国の観光振興への意気込みは、地方自治体へと
影響を与えその後多くの地方議会が観光の条例を制定するに至っている。こうした、背景
のもと宮城県議会においても、平成23年２月の定例議会で議員提案による「みやぎ観光創
造県民条例」が制定された。国における観光の法律制定の経緯、宮城県における観光条例
制定を通し下記の点が条例制定に向けての課題として整理される。第一にリーダーシップ
の存在が不可欠である。何を目的にどの様な手法でどんな内容の法律（条例）をつくり誰
がその推進を担うのか。第二は、国民（県民）目線・現場重視の発想に立ち、直面する現
実の課題・問題は何かの把握、第三は、法制化（条例化）に至るまでのプロセスを通じ議
会の合意形成を図る。議会での政党の垣根を超える議論と対話が必要。第四は、行政機関
の理解と連携に努め、行政計画との調整・推進を図り、財源措置が不可欠。これらの様々
のハードルを乗り越える必要があり、立法機関における議員提案による観光の法制化（条
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例化）の実現は容易ではないが、今日的に、地域経済の活性化に向け観光の持つ意義・重
要性は高まっており、その役割を果たす上で観光の議員提案条例制定への取り組みは重要
である。今後更なる観光条例の制定が図られることを期待したい。なお観光振興に向けた
県全体の県民や関係機関の連携のあり方としてのイメージ図を提案しまとめとしたい。
（小野寺　初正）
図３　県民等関係機関連携イメージ図
